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データベース

厚生労働省
都道府県労働局

市町村

都道府県

（国への届出・監督の廃止）

国と同列の公的な

無料職業紹介

「利用者の視点に立っての
一体的サービス」の提供

従来の「一体的
実施」を法律上
の「協定」の中に
位置付け、継続・
拡充

国の支援（研修、人事交流、 地方

の雇用対策事業への財政支援）

法律に基づく情報のオンライン提供

雇用保険の認定等の実施

対応した措置

従わない場合の

大臣への申し立て

法律上の関与

ハローワーク特区における「指示」と同等の知事の権限

・企業誘致

・大量離職者対策

・ＵＩＪターン対策

・生活困窮者等対策

・女性対策

・障害者対策

・若者対策

ハローワーク特区に限らず全国的に実施

（国の）ハローワーク
地方版ハローワーク

法律上の「協定」
（都道府県・市町村内の全ハローワークに効力）

地方が国のハローワークを活用 地方版ハローワークの創設

地方分権改革有識者会議雇用対策部会報告書
（平成27年11月20日）

新たな雇用対策の仕組み～ハローワークの地方移管～



厚生労働省
都道府県労働局

市町村

都道府県

（国への届出・監督の廃止）

国と同列の公的な

無料職業紹介

対応した措置

従わない場合の

大臣への申し立て

法律上の関与

（国の）ハローワーク

地方版ハローワーク

法律上の「協定」
（都道府県・市町村内の全ハローワークに効力）

＜鳥取県の取組み＞
現行の雇用対策協定に代えて、法律に基づく雇用対策協定を平成２９年３月に締結予定
（ハローワークが有する詳細な求人情報の提供、職業紹介業務に係る職員研修への支援、雇用保険業務の実施に係る連携調整等
を記載予定）

地方が国のハローワークを活用できる枠組の創設

法律上の雇用対策協定（雇用対策法第§３１）
知事から都道府県労働局への法律上の要請（雇用対策法第§３２）

○国と地方公共団体の連携策の具体例として新たに規定。
○運営協議会の設置、事業計画の策定、連携して取り組む
施策・事業などの事項を定める。

法律上の協定の締結

○国は実施の要否を遅滞なく地方公共団体に通知。
○国は措置を行う必要があるか否かを判断するにあたり、
予め学識経験者等の意見を聴取。

○雇用対策協定の内容に係る措置要請について国は要請の内
容が法令・予算に反する場合、その他合理的理由がある場合
を除き、必要な措置を講ずる。

必要な措置の実施の要請




